
 

 参議院議員の矢倉かつおです。常日頃からのご支援に心から感謝申し上げます。 

 昨年 9 月に財務副大臣の任をいただき、全力で職務に当たってまいりました。1 月 2６日

に召集された第 21３回通常国会におきまして、財務副大臣として予算委員会を中心に議論

を重ね、令和 6 年度予算を成立させることができました。 

 新予算のご紹介も兼ねまして、私の活動の一端をご案内させていただきます。 

 今後とも引き続きのご指導、ご鞭撻を何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 APEC とはアジア太平洋地域の 21 の国・地域が参加し、世界人口の約 4 割、貿易量の約

５割、GDP の約６割を占める重要な地域における経済協力の枠組みになります。矢倉かつ

お財務副大臣は、昨年 11 月 12 日、13 日の二日間、APEC 財務大臣会合に日本政府を代

表し出席するため、サンフランシスコへ出張しました。 

 世界・地域の経済及び財政の見通しや、経済成長と財政

健全化の両立など、各国財務大臣と議論を重ねました。 

 本会議において、矢倉かつお財務副大臣からは、重要な

のは「人への投資」であるとし閣議決定された日本の経済

対策を説明。潜在的な需要の開拓とともに供給力を強化す

る分野として「脱炭素」の取り組みを発信。そして、財政

健全化と経済成長の両立や、金利上昇局面における途上国

の債務負担について、また、暗号資産などについても発言

しました。 

 会議の合間に、多くの各国財務大臣と懇談。夏に山口代

表と訪れたベトナムのホー・ドゥック・フォック財務大臣

とは、別室で正式に会談し、日本政府による政府開発援助

(ODA)に対し、ベトナム側から深い感謝の意が表されまし

た。両国の良好な関係は、アジアの安定において大変に重

要です。 

その他、アメリカ、フィリピン、マレーシア、台湾、韓

国、中国、香港、カナダなどの各財務大臣と率直に意見交

換を行いました。 
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本会議で発言をする矢倉かつお財務副大臣 

議⾧を務める米国イエレン財務⾧官と  



２月１９日、日・ウクライナ経済復興推進会議に日本政府を代表して岸田総理とともに参

加。報道でも大きく取り上げられました。 

ウクライナとの租税条約について、岸田総

理、ウクライナのシュミハリ首相を前に、マ

ルチェンコ財務大臣と署名文書交換を行いま

した。その後、矢倉かつお財務副大臣はウク

ライナ支援について、財政支援のみならず、

民間投資の呼び込みや国際機関との連携の重

要性等を演説。日本は、国際機関や G7 とも

協力しながら、ウクライナ支援において主要

な役割を果たしていく、と訴えました。 

 

 

 1 月 11 日、第 9 回能登半島地震非常災害対策本

部会議に財務省を代表し出席しました。 

 総理から、ホテルなどへの二次避難の呼びかけが

あり、私からは、二次避難先や応急的住まいとして

利用可能な国家公務員宿舎等が、現時点で、石川県

内 116 戸、富山県内 117 戸、福井県内 86 戸ある

旨を報告しました。 

少しでもご不安や懸念が解消されるよう、引き続

き全力で取り組んでまいります。 

 

 1 月 19 日、医療・介護・障害福祉関係団体と

賃上げに関し意見交換を行いました。 

私からは特に「賃上げ促進税制」について、 

①新たに 5 年間の繰越控除制度を創設、赤字法人

もメリット実感できるとともに、 

②介護や診療報酬上の措置による賃上げも対象と

すること、などを説明しました。 

今後とも、構造的な賃上げを力強く推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 月 12 日付け 

日本経済新聞に掲載 

左からウクライナシュミハリ首相、マルチェンコ財務 
大臣、矢倉かつお財務副大臣、岸田総理 



 



2024 年度政府予算のポイント 

公明党の主張が大きく反映 
 

中小企業対策——中小企業を元気にします！ 

◇取引適正化への施策を強化して、中小企業の賃上げ環境を整えるため、 

適切な価格転嫁を促す施策を強化します。 

--下請Ｇメンの配置体制の強化（7 年間で 4 倍以上の 330 人を配置） 

◇「キャリアアップ助成金」には 277 億円増の 1106 億円を計上し、 

短時間労働者や派遣労働者らの正社員化や処遇改善に取り組む事業者を 

応援します。 

子育て応援——保育士の処遇改善で人手不足の解消を目指します！ 

◇児童手当を今年の 10 月分から、 

①高校卒業（高校生年代）まで対象拡大、 

②所得制限を撤廃、③第 3 子以降は月 3 万円に増額します。 

◇「出産・子育て応援交付金」の恒久化を図ります。 

◇育児休業給付予算を増額し、男性の育休取得者の増加に対応します。 

◇ひとり親世帯向けの児童扶養手当の所得制限を引き上げ。第 3 子以降 

への加算も増やします。 

◇保育士の給与の増額や処遇改善を進め、人手不足を解消します。 

教育への支援——高等教育の無償化を拡充します！ 

◇大学や専門学校など「高等教育の無償化」の拡充へ、給付型奨学金と 

授業料減免の対象を、多子世帯や私立の理工農系の学生の中間所得層 

（世帯年収約 600 万円）まで広げます。 

◇多子世帯は、年収約 270 万円未満の世帯への支援額（私立大学生で年間 

最大約 160 万円）の４分の１、私立の理工農系は、文系と授業料の差額を支援します。 

◇教員の負担軽減のため、事務作業を支援する「教員業務支援員」を増員し、全小中学校に 

配置します。 

医療・介護——診療報酬・介護報酬の改善を図ります！ 

◇診療報酬では、医師や看護師、薬剤師らの人件費を引き上げます。 

◇介護職員の処遇改善を図ります。 

◇障害福祉サービス等報酬を引き上げます。 

◇認知症対策への取組を強化します。 

災害・防災対策——災害復旧と国土強靱化を目指します！ 

◇能登半島地震災害対策として、インフラ復旧や被災者の生活再建支援 

など、切れ間のない支援策を講じます。 

◇国土強靱化予算を増額し、道路や河川の整備を進めます。 

 


